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1. 15年 9月中間期の業績 （平成15年 4月 1日～平成15年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期       13,705    31.6         783   145.2         629   302.9
14年 9月中間期       10,414     4.0         319   108.1         156－

15年 3月期       21,779－          795－          516－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

15年 9月中間期          561－          19.53
14年 9月中間期          △49 －          △1.73

15年 3月期          240－           8.36

(注 )1.期中平均株式数 15年 9月中間期     28,753,941株 14年 9月中間期     28,767,850株
15年 3月期     28,763,618株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )15年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
15年 9月中間期 － － 特別配当 － 円－銭
14年 9月中間期 － －

15年 3月期 － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期       33,254        7,469     22.5        259.78
14年 9月中間期       32,002        6,465     20.2        224.77

15年 3月期       31,843        6,854     21.5        238.36

(注 )1.期末発行済株式数 15年 9月中間期     28,752,810株 14年 9月中間期     28,765,360株
15年 3月期     28,755,400株

2.期末自己株式数 15年 9月中間期         20,529株 14年 9月中間期          7,979株
15年 3月期         17,939株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       27,000       1,300       1,200－ －

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          41円74銭

※ 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業
  績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
  上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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中間貸借対照表 
(単位：千円) 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成14年9月30日現在） （平成15年9月30日現在） （平成15年3月31日現在） 
科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 （ 資 産 の 部 ）   %  %  % 
Ⅰ 流 動 資 産        
 1. 現 金 及 び 預 金 ※2 603,017  772,888  638,236  
  2. 受 取 手 形  1,957,497  2,458,351  2,282,185  
  3. 売 掛 金 ※2 2,972,791  4,047,031  2,951,395  
  4. た な 卸 資 産  678,823  775,343  671,158  
 5. 未 収 入 金  697,521  940,570  782,268  
 6. 預 託 金  12,500  -  -  
 7. そ の 他  123,834  104,499  89,649  
  貸 倒 引 当 金  △ 6,202  △ 7,455  △ 6,626  

 流 動 資 産 合 計 7,039,782 22.0 9,091,229 27.3 7,408,269 23.3 
Ⅱ 固 定 資 産        
  1. 有 形 固 定 資 産        
 (1) 建 物 ※1,2 7,905,529  7,605,796  7,747,435  
 (2) 構 築 物 ※1,2 1,662,544  1,567,220  1,614,859  
 (3) 機 械 及 び 装 置 ※1,2 1,580,131  1,454,349  1,517,937  
 (4) 土 地 ※2 8,026,455  8,029,648  8,026,455  
 (5) そ の 他 ※1 570,584  654,087  579,721  
 有形固定資産合計 19,745,245 61.7 19,311,102 58.1 19,486,409 61.2 
  2. 無 形 固 定 資 産  41,947 0.1 31,301 0.1 38,026 0.1 
  3. 投 資 そ の 他 の 資 産        
 (1) 投 資 有 価 証 券  203,321  312,361  223,211  
 (2) 関 係 会 社 株 式  2,331,337  2,389,302  2,377,337  
 (3) 長 期 貸 付 金  3,402,258  2,948,789  3,103,688  
 (4) そ の 他  205,067  215,925  213,193  
  貸 倒 引 当 金  △ 32,742  △ 31,049  △ 33,014  
  関係会社投資損失引当金  △ 955,757  △ 1,014,796  △ 973,384  

 投資その他の資産合計 5,153,484 16.1 4,820,533 14.5 4,911,032 15.4 
 固 定 資 産 合 計 24,940,677 77.9 24,162,937 72.7 24,435,468 76.7 
Ⅲ 繰 延 資 産  21,585 0.1 - - - - 
 資 産 合 計 32,002,045 100.0 33,254,167 100.0 31,843,737 100.0 
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（単位：千円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成14年9月30日現在） （平成15年9月30日現在） （平成15年3月31日現在） 
科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 
 （ 負 債 の 部 ）   %  %  % 
Ⅰ 流 動 負 債        
 1. 支 払 手 形  1,245,863  1,369,178  1,205,189  
 2. 買 掛 金  3,412,314  4,658,402  3,527,213  
 3. 短 期 借 入 金 ※2 9,962,114  9,720,724  9,894,621  
 4. 未 払 法 人 税 等  2,765  2,765  5,530  
 5. 賞 与 引 当 金  128,733  173,968  143,430  
 6. 設 備 支 払 手 形 ※2 782,245  643,094  702,311  
 7. そ の 他 ※5 258,868  518,976  385,713  

 流 動 負 債 合 計 15,792,904 49.4 17,087,109 51.4 15,864,008 49.8 
Ⅱ 固 定 負 債        
 1. 長 期 借 入 金 ※2 2,886,284  1,704,460  2,212,520  
 2. 再評価に係る繰延税金負債  2,766,346  2,676,323  2,676,323  
 3. 退 職 給 付 引 当 金  423,867  532,265  484,533  
 4. 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  -  65,535  74,115  
 5. 長 期 前 受 金  716,855  690,387  703,621  
 6. 預 り 保 証 金 ※2 1,606,014  1,643,595  1,624,587  
 7. 預 り 敷 金 ※2 1,344,000  1,344,000  1,344,000  
 8. そ の 他  139  41,154  5,826  
 固 定 負 債 合 計 9,743,508 30.4 8,697,721 26.1 9,125,527 28.7 
 負 債 合 計 25,536,412 79.8 25,784,831 77.5 24,989,536 78.5 
 （ 資 本 の 部 ）        
Ⅰ 資 本 金  4,367,309 13.6 4,367,309 13.1 4,367,309 13.7 
Ⅱ 利 益 剰 余 金        
 1. 中間(当期)未処理損失  1,903,661  1,051,699  1,613,265  

 利 益 剰 余 金 合 計  △ 1,903,661 △ 5.9 △ 1,051,699 △ 3.1 △ 1,613,265 △ 5.1 
Ⅲ 土 地 再 評 価 差 額 金  4,002,302 12.5 4,092,325 12.3 4,092,325 12.9 
Ⅳ その他有価証券評価差額金  202 0.0 62,928 0.2 8,909 0.0 
Ⅴ 自 己 株 式  △ 519 △ 0.0 △ 1,527 △ 0.0 △ 1,078 △ 0.0 

 資 本 合 計 6,465,633 20.2 7,469,336 22.5 6,854,201 21.5 
 負 債 ・ 資 本 合 計 32,002,045 100.0 33,254,167 100.0 31,843,737 100.0 
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中間損益計算書 
(単位：千円) 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度 
要約損益計算書 

自 平成14年4月１日 自 平成15年4月１日 自 平成14年4月１日 
至 平成14年9月30日 至 平成15年9月30日 至 平成15年3月31日 

科 目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 
    %  %  % 
Ⅰ 売 上 高  10,414,965 100.0 13,705,494 100.0 21,779,444 100.0 
Ⅱ 売 上 原 価 ※5 9,461,380 90.8 12,130,601 88.5 19,670,186 90.3 

 売 上 総 利 益  953,584 9.2 1,574,893 11.5 2,109,257 9.7 
Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※5 634,066 6.1 791,543 5.8 1,313,888 6.0 

 営 業 利 益  319,518 3.1 783,349 5.7 795,368 3.7 
Ⅳ 営 業 外 収 益 ※1 38,639 0.3 52,121 0.4 125,547 0.6 
Ⅴ 営 業 外 費 用 ※2 201,917 1.9 205,963 1.5 404,278 1.9 

 経 常 利 益  156,239 1.5 629,508 4.6 516,638 2.4 
Ⅵ 特 別 利 益 ※3 77,459 0.7 - 0.0 59,857 0.3 
Ⅶ 特 別 損 失 ※4 280,790 2.7 65,177 0.5 330,424 1.6 

 
税引前中間（当期）純利益又
は税引前中間純損失(△) 

 △ 47,091 △0.5 564,330 4.1 246,070 1.1 

 法人税、住民税及び事業税  2,765 0.0 2,765 0.0 5,530 0.0 

 
中間（当期）純利益又は 
中 間 純 損 失 ( △ ) 

 △ 49,856 △0.5 561,565 4.1 240,540 1.1 

 前 期 繰 越 損 失  1,853,805  1,613,265  1,853,805  

 中間 ( 当期 ) 未処理損失  1,903,661  1,051,699  1,613,265  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

1．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 
その他有価証券 

  時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

  （評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に
より算定） 

 時価のないもの 移動平均法による原価法 

 
2． たな卸資産の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法 

 
3．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建 物       ３～47 年 

構 築 物       ７～45 年 

機械及び装置 ２～11 年 
そ の 他 ２～20 年 

なお、取得価額が 10 万円以上20 万円未満の資産については３年間で均

等償却する方法を採用しております。 
(2) 無形固定資産 定額法によっております。 

   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっております。 
(3) 長期前払費用 期間内均等償却 

 

4．引当金の計上基準 
 (1) 貸 倒 引 当 金          債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等については、個別に債権の回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 
 (2) 賞 与 引 当 金          従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上

しております。 

 (3) 退職給付引当金          従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると

認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異(1,166,900 千円)については、15 年による按
分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10 年）による定額法により、それぞれ発生の翌期か
ら費用処理することとしております。 

 (4)役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間会計期間末要

支給額を計上しております。 
 (5) 関係会社投資 関係会社に対する投資の損失に備えるため、その財政状態等を勘案して 

 損失引当金 必要額を計上しております。 

 
5．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

 

 



-5- 

6．ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法  金利キャップの特例処理の要件を満たすものについては、特例処理によ
っております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 金利キャップ取引 
② ヘッジ対象 借入金の支払金利 

 (3) ヘッジ方針 金利変動による借入債務の損失可能性を減殺する目的で行っております。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法  ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、
かつ、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動を相殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の

判定は省略しております。 
 

7．その他中間財務諸表作成のための重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 
 

 
＜追加情報＞ 
従来、役員退職慰労金につきましては支出時の費用として処理しておりましたが、前事業年度の下期にお

いて内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更いたしました。 
なお、前中間期は変更後の方法によった場合に比べ、営業利益及び経常利益は 9,600 千円それぞれ多く、
税引前中間純損失は 63,995 千円少なく計上されております。 
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＜注記事項＞ 
(中間貸借対照表関係) 

(単位：千円) 
前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度 末 
(平成 14年9月30 日現在) (平成 15年9月30 日現在) (平成 15年3月31 日現在) 

※1．有形固定資産の減価償却累計額 ※1．有形固定資産の減価償却累計額 ※1．有形固定資産の減価償却累計額 
8,854,681 9,342,072 9,191,226 

※2．担保資産 ※2．担保資産 ※2．担保資産 
① 工場財団抵当として担保に供して
いる資産(帳簿価額) 

① 工場財団抵当として担保に供して
いる資産(帳簿価額) 

① 工場財団抵当として担保に供して
いる資産(帳簿価額) 

           建 物 1,727,397  建 物 1,670,712            建 物 1,699,054 
 構 築 物 758,577  構 築 物 716,169  構 築 物 737,373 
 機械及び装置 966,633  機械及び装置 815,267  機械及び装置 890,192 
 土 地 453,455  土 地 453,455  土 地 453,455 

 計 3,906,064  計 3,655,605  計 3,780,076 
上記に対応する債務    上記に対応する債務    上記に対応する債務 
 短 期 借 入 金 633,920  短 期 借 入 金 633,920  短 期 借 入 金 633,920 
 長 期 借 入 金 2,174,480  長 期 借 入 金 1,540,560  長 期 借 入 金 1,857,520 
   
② 担保に供している資産(帳簿価額)   ② 担保に供している資産(帳簿価額)   ② 担保に供している資産(帳簿価額) 
             定 期 預 金 190,000      定 期 預 金 190,000              定 期 預 金 190,000 
 売 掛 金 108,200  売 掛 金 97,900  売 掛 金 102,100 
 建 物 4,064,401  建 物 3,963,602  建 物 4,014,001 
 土 地 7,573,000  土 地 7,573,000  土 地 7,573,000 

 計 11,935,601  計 11,824,502  計 11,879,101 
上記に対応する債務    上記に対応する債務    上記に対応する債務 
短 期 借 入 金 3,733,300 短 期 借 入 金 3,721,200 短 期 借 入 金 3,747,700 
設備支払手形 767,396 設備支払手形 528,000 設備支払手形 647,500 
長 期 借 入 金 698,600 長 期 借 入 金 163,900 長 期 借 入 金 355,000 
預 り 保 証 金 1,606,014 預 り 保 証 金 1,643,595 預 り 保 証 金 1,624,587 
預 り 敷 金 1,344,000 預 り 敷 金 1,344,000 預 り 敷 金 1,344,000 

   
3．偶発債務 3．偶発債務 3．偶発債務 
①債務保証(金融機関からの借入) 債務保証(金融機関からの借入) 債務保証(金融機関からの借入) 
東 京 精 工 ㈱ 2,350,603 東 京 精 工 ㈱ 2,094,355 東 京 精 工 ㈱ 2,375,751 
ﾃ ｨ ｰ ﾋ ﾞ ｰ ｱ ｰ ﾙ ㈱ 1,876,900 ﾃ ｨ ｰ ﾋ ﾞ ｰ ｱ ｰ ﾙ ㈱ 1,761,300 ﾃ ｨ ｰ ﾋ ﾞ ｰ ｱ ｰ ﾙ ㈱ 1,843,100 
ﾃｨｰﾋﾞｰｵﾌﾟﾃｨｶﾙ㈱ 22,750 ﾃｨｰﾋﾞｰｵﾌﾟﾃｨｶﾙ㈱ 7,750 ﾃｨｰﾋﾞｰｵﾌﾟﾃｨｶﾙ㈱ 15,250 
TBK KRUNGTHEP CO.,LTD.                TBK KRUNGTHEP CO.,LTD.                TBK KRUNGTHEP CO.,LTD.                
 637,506  467,322  553,316 

( 30,000千ﾊﾞｰﾂ ) ( 30,000千ﾊﾞｰﾂ ) ( 30,000千ﾊﾞｰﾂ ) 
(  1,518千米ﾄﾞﾙ) (  642千米ﾄﾞﾙ)                 (  1,080千米ﾄﾞﾙ) 

 そ の 他 12,280  そ の 他 9,713  そ の 他 10,938 
 合 計 4,900,040  合 計 4,340,440  合 計 4,798,356 
   
②経営指導念書(金融機関からの借入)   
ﾃ ｨ ｰ ﾋ ﾞ ｰ ｱ ｰ ﾙ ㈱ 20,000     
   
4．受取手形割引高 350,000 4．受取手形割引高 553,000 4．受取手形割引高 545,000 
 
※5．消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費税等
は、相殺のうえ、流動負債のその他
に含めて表示しております。 
 

 
※5．消費税等の取扱い 
同 左 

 
5．消費税等の取扱い 
    ―――― 
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 (中間損益計算書関係) 
(単位：千円) 

前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度 
自 平成14年4月 1 日 
至 平成14年9月 30日 

自 平成15年4月 1 日 
至 平成15年9月 30日 

自 平成14年4月 1 日 
至 平成15年3月 31日 

※1．営業外収益のうち主要なもの ※1．営業外収益のうち主要なもの ※1．営業外収益のうち主要なもの 
受 取 利 息 23,064 受 取 利 息 40,886 受 取 利 息 63,337 

    受 取 配 当 金 38,041 
   
※2．営業外費用のうち主要なもの ※2．営業外費用のうち主要なもの ※2．営業外費用のうち主要なもの 
支 払 利 息 181,983 支 払 利 息 178,289 支 払 利 息 362,299 
   
※3．特別利益のうち主要なもの  ※3．特別利益のうち主要なもの  ※3．特別利益のうち主要なもの  
関 係 会 社 投 資 
損 失 引 当 金 戻 入 27,459      ――――  

関 係 会 社 投 資 
損 失 引 当 金 戻 入 9,832 

和 解 受 入 益 50,000   和 解 受 入 益 50,000 
   
※4．特別損失のうち主要なもの ※4．特別損失のうち主要なもの ※4．特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損 139,000 固定資産売却･廃却損  
過年度役員退職慰労 
引 当 金 繰 入 額 

54,395 

役 員 退 職 慰 労 金 46,790 廃却損 機械及び装置 11,158 固定資産売却・廃却損  
訴 訟 費 用 95,000   そ の 他 12,570  廃却損 そ の 他 5,048 

  計 23,728 投資有価証券売却損 991 
  投資有価証券売却損 36 投資有価証券評価損 128,200 

  
関 係 会 社 投 資 損 失 
引 当 金 繰 入 額 

41,412 役 員 退 職 慰 労 金 46,790 

    訴 訟 費 用 95,000 
   
※5．減価償却実施額 ※5．減価償却実施額 ※5．減価償却実施額 
有 形 固 定 資 産 433,378 有 形 固 定 資 産 434,564 有 形 固 定 資 産 848,139 
無 形 固 定 資 産 7,854 無 形 固 定 資 産 8,424 無 形 固 定 資 産 15,775 
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(リース取引関係) 

(単位：千円) 
前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度 
自 平成14年4月 1 日 
至 平成14年9月 30日 

自 平成15年4月 1 日 
至 平成15年9月 30日 

自 平成14年4月 1 日 
至 平成15年3月 31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 

   

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額、中間期末残高相当額 

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額、中間期末残高相当額 

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額、期末残高相当額 

   

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 
取得価額 
相 当 額 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相 当 額 

機械及び 
装 置 1,157,922 291,229 866,693 

機 械及び 
装 置 1,157,922 396,873 761,049 

機械及び 
装 置 1,157,922 344,051 813,871 

有形固定資
産その他 440,305 337,096 103,209 

有形固定資
産その他 127,996 95,388 32,608 

有形固定資
産その他 142,471 97,822 44,648 

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 253,632 169,905 83,727 ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 227,794 186,925 40,869 ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 239,928 180,028 59,900 

合 計 1,851,860 798,230 1,053,630 合 計 1,513,714 679,186 834,527 合 計 1,540,322 621,901 918,421 

         

   
2．未経過リース料中間期末残高相当額 2．未経過リース料中間期末残高相当額 2．未経過リース料期末残高相当額 
 1 年 内 237,326  1 年 内 539,059  1 年 内 188,238 

 1 年 超 841,888  1 年 超 310,640  1 年 超 749,975 

 合 計 1,079,214  合 計 849,699  合 計 938,213 

   

3．支払リース料、減価償却費相当額及び支払
利息相当額 
 

3．支払リース料、減価償却費相当額及び支払
利息相当額 
 

3．支払リース料、減価償却費相当額及び支払
利息相当額 
 

 支 払 リ ー ス 料 179,312  支 払 リ ー ス 料 110,270  支 払 リ ー ス 料 320,492 

 減価償却費相当額 157,972  減価償却費相当額 91,631  減価償却費相当額 279,431 

 支払利息相当額 19,443  支払利息相当額 15,555  支払利息相当額 36,640 

   

4．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方
法 
 
① 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法によっております。 
② 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価
額相当額の差額を利息相当額とし、各期
への配分方法については、利息法によっ
ております。 

4．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方
法 
 
① 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額 
を零または残価保証額とする定額法に
よっております。 
② 利息相当額の算定方法 
同左    

 
 
 

4．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方
法 
 
① 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 
 
② 利息相当額の算定方法 
同左    

 
 
 

 
 
(有価証券関係) 
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
はありません。 
 
 
 


